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１．単位数算定に係る経過措置（令和３年３月15日、厚生労働省告示第73号　附則）

（施行期日）
第１条　この告示は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第10条及び第12条の規定は、令
和３年８月１日から施行する。（編注：告示本文第10条及び第12条は、食事の基準費用額の改定
である）

（介護職員処遇改善加算に係る経過措置）
第２条　令和３年３月31日において現にこの告示による改正前の指定居宅サービスに要する費用
の額の算定に関する基準別表指定居宅サービス介護給付費単位数表（以下「指定居宅サービス介
護給付費単位数表」という）の訪問介護費のヘの注、訪問入浴介護費のハの注、通所介護費のホ
の注、通所リハビリテーション費のヘの注、短期入所生活介護費のトの注、短期入所療養介護費
のイの⑻の注、ロの⑽の注、ハの⑻の注、ニの⑻の注若しくはホの⒁の注若しくは特定施設入居
者生活介護費のチの注、この告示による改正前の指定施設サービス等に要する費用の額の算定に
関する基準別表指定施設サービス等介護給付費単位数表（以下「指定施設サービス等介護給付費
単位数表」という）の介護福祉施設サービスのラの注、介護保健施設サービスのヰの注、介護療
養施設サービスのイの⒇の注、ロの⒅の注若しくはハの⒄の注若しくは介護医療院サービスのノ
の注、この告示による改正前の指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準別
表指定地域密着型サービス介護給付費単位数表（以下「指定地域密着型サービス介護給付費単位
数表」という）の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費のチの注、夜間対応型訪問介護費のニの
注、地域密着型通所介護費のニの注、認知症対応型通所介護費のニの注、小規模多機能型居宅介
護費のワの注、認知症対応型共同生活介護費のルの注、地域密着型特定施設入居者生活介護費の
トの注、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費のヰの注若しくは複合型サービス費のヨ
の注、この告示による改正前の指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表
指定介護予防サービス介護給付費単位数表（以下「指定介護予防サービス介護給付費単位数表」
という）の介護予防訪問入浴介護費のハの注、介護予防通所リハビリテーション費のリの注、介
護予防短期入所生活介護費のへの注、介護予防短期入所療養介護費のイの⑺の注、ロの⑼の注、
ハの⑺の注、ニの⑺の注若しくはホの⑿の注若しくは介護予防特定施設入居者生活介護費のホの
注又はこの告示による改正前の指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関す
る基準別表指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表（以下「指定地域密着型介護予
防サービス介護給付費単位数表」という）の介護予防認知症対応型通所介護費のニの注、介護予
防小規模多機能型居宅介護費のリの注若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護費のヌの注に
係る届出を行っている事業所又は施設であって、この告示による改正後の指定居宅サービス介護
給付費単位数表の訪問介護費のトの注、訪問入浴介護費のホの注、通所介護費のホの注、通所リ
ハビリテーション費のヘの注、短期入所生活介護費のトの注、短期入所療養介護費のイの⑼の注、
ロの⑽の注、ハの⑻の注、ニの⑻の注若しくはホの⒁の注若しくは特定施設入居者生活介護費の
チの注、この告示による改正後の指定施設サービス等介護給付費単位数表の介護福祉施設サービ
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スのムの注、介護保健施設サービスのオの注、介護療養施設サービスのイの⒆の注、ロの⒄の注
若しくはハの⒃の注若しくは介護医療院サービスのオの注、この告示による改正後の指定地域密
着型サービス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費のリの注、夜間対応型
訪問介護費のホの注、地域密着型通所介護費のニの注、認知症対応型通所介護費のニの注、小規
模多機能型居宅介護費のヨの注、認知症対応型共同生活介護費のワの注、地域密着型特定施設入
居者生活介護費のチの注、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費のノの注若しくは複合
型サービス費のラの注、この告示による改正後の指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介
護予防訪問入浴介護費のホの注、介護予防通所リハビリテーション費のルの注、介護予防短期入
所生活介護費のへの注、介護予防短期入所療養介護費のイの⑻の注、ロの⑼の注、ハの⑺の注、
ニの⑺の注若しくはホの⑿の注若しくは介護予防特定施設入居者生活介護費のホの注又はこの告
示による改正後の指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防認知症対応型
通所介護費のニの注、介護予防小規模多機能型居宅介護費のルの注若しくは介護予防認知症対応
型共同生活介護費のヲの注に係る届出を行っていないものにおける介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
及び介護職員処遇改善加算Ⅴの算定については、令和４年３月31日までの間は、なお従前の例
によることができる。

（看護体制強化加算に係る経過措置）
第３条　令和５年３月31日までの間は、この告示による改正後の厚生労働大臣が定める基準第九
号イの⑴の㈣（同告示第百四号において準用する場合を含む）の規定並びに同告示第百四号に規
定する同告示第九号イの⑴の㈣に係る読替規定は適用せず、同号ロの⑴の㈠の規定の適用につい
ては、これらの規定中「、㈡及び㈣」とあるのは「及び㈡」とする。

２　令和５年３月31日において現にこの告示による改正後の指定居宅サービス介護給付費単位数
表の訪問看護費のト又は指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問看護費のホの
加算を算定している指定訪問看護ステーション又は指定介護予防訪問看護ステーションであっ
て、令和５年４月１日以後に、看護職員の離職等によりこの告示による改正後の厚生労働大臣が
定める基準第九号イの⑴の㈣に掲げる基準（同告示第百四号において準用する場合を含む）に適
合しなくなったものが、看護職員の採用に関する計画を都道府県知事に届け出た場合には、当該
指定訪問看護ステーション又は当該指定介護予防訪問看護ステーションは、当該計画に定める期
間を経過する日までの間は、当該基準にかかわらず、当該加算を算定することができる。

（感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少に伴う加算に係る経過措置）
第４条　令和３年５月31日までの間は、この告示による改正後の指定居宅サービス介護給付費単
位数表の通所介護費のイからハまでの注３及び通所リハビリテーション費のイからハまでの注
２、この告示による改正後の指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型通所介護
費のイの注５及び認知症対応型通所介護費のイ及びロの注３並びにこの告示による改正後の指定
地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防認知症対応型通所介護費のイ及びロ
の注３の適用については、これらの規定中「月平均」とあるのは、「月平均又は前年同月」とする。

（ＡＤＬ維持等加算に係る経過措置）
第５条　令和３年３月31日において現にこの告示による改正前の指定居宅サービス介護給付費単
位数表の通所介護費のイからハまでの注11又はこの告示による改正前の指定地域密着型サービ
ス介護給付費単位数表の地域密着型通所介護費のイの注12に係る届出を行っている事業所で
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あって、この告示による改正後の指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所介護費のイからハ
までの注12又は指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型通所介護費のイの注
14に係る届出を行っていないものにおけるADL維持等加算Ⅰの算定については、令和５年３月
31日までの間は、なお従前の例によることができる。この場合において、この告示による改正
前の指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所介護費のイからハまでの注11及びこの告示に
よる改正前の指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型通所介護費のイの注12
中「ADL維持等加算Ⅰ」とあるのは、「ADL維持等加算Ⅲ」と読み替えるものとする。

２　令和３年４月30日までの間は、この告示による改正後の指定居宅サービス介護給付費単位数
表の通所介護費のイからハまでの注12及び特定施設入居者生活介護費のイの注８、この告示に
よる改正後の指定施設サービス等介護給付費単位数表の介護福祉施設サービスのイ及びロの注
13並びにこの告示による改正後の指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型通
所介護費のイの注14、認知症対応型通所介護費のイ及びロの注９、地域密着型特定施設入居者
生活介護費のイの注7並びに地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費のイからニまでの注
13の適用については、これらの規定中「翌月から12月以内の期間」とあるのは、「翌月から12月
以内の期間又は満了日の属する年度の次の年度内」」とし、この告示による改正後の厚生労働大
臣が定める基準に適合する利用者等第十五号の二及び第二十八号の三の適用については、これら
の規定中「ADL維持等加算の算定を開始する月の前年の同月から起算して12月までの期間」と
あるのは、「ADL維持等加算の算定を開始する月の前年の同月から起算して12月までの期間又は
ADL維持等加算を算定する年度の初日の属する年の前年の1月から12月までの期間」とする。

（生活行為向上リハビリテーション実施加算に係る経過措置）
第６条　令和３年３月31日において現にこの告示による改正前の指定居宅サービス介護給付費単
位数表の通所リハビリテーション費のイからハまでの注10又は指定介護予防サービス介護給付
費単位数表の介護予防通所リハビリテーション費のイの注４の規定により生活行為向上リハビリ
テーション実施加算に係る届出を行っている指定通所リハビリテーション事業所又は指定介護予
防通所リハビリテーション事業所におけるこれらの規定の適用については、なお従前の例による
ことができる。

２　前項の規定により、生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定し、当該加算を算定する
ために作成したリハビリテーション実施計画で定めたリハビリテーション（指定通所リハビリ
テーション又は指定介護予防通所リハビリテーションをいう。以下この項において同じ）の実施
期間中にリハビリテーションの提供を終了した場合において、同一の利用者に対して、再度リハ
ビリテーションを行ったときは、当該実施期間中にリハビリテーションの提供を終了した日の属
する月の翌月から６月以内の期間に限り、１日につき所定単位数の100分の15に相当する単位数
を所定単位数から減算する。

３　令和３年３月31日において現にこの告示による改正前の指定居宅サービス介護給付費単位数
表の通所リハビリテーション費のイからハまでの注11又は指定介護予防サービス介護給付費単
位数表の介護予防通所リハビリテーション費のイの注５の規定により所定単位数を減算している
指定通所リハビリテーション事業所又は指定介護予防通所リハビリテーション事業所におけるこ
れらの規定の適用については、なお従前の例による。

４　前２項の規定による減算が行われている場合において、介護保険法施行規則第68条第３項及
び第87条第３項に規定する厚生労働大臣が定めるところにより算定した費用の額第六号の適用
については、同号中「該当する場合」とあるのは「該当する場合又は指定居宅サービスに要する
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費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示（令和３年厚生労働省告示第73号）附則
第６条第２項の規定による減算若しくは同条第３項の規定によりなお従前の例によることとされ
た同告示による改正前の指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リハビリテーション費のイ
からハまでの注11若しくは指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防通所リハビリ
テーション費のイの注５を算定している場合」と、「この規定」とあるのは「これらの規定」と
読み替えるものとする。

（指定短期入所療養介護等の施設基準に係る経過措置）
第７条　令和３年９月30日までの間は、この告示による改正後の厚生労働大臣が定める施設基準
第十四号イ及びロ（同告示第七十六号において準用する場合を含む）並びに第五十五号の規定の
適用については、なお従前の例による。

（安全管理体制未実施減算に係る経過措置）
第８条　令和３年９月30日までの間は、この告示による改正後の指定施設サービス等介護給付費
単位数表の介護福祉施設サービスのイ及びロの注５、介護保健施設サービスのイ及びロの注４、
介護療養施設サービスのイの⑴から⑷までの注８、ロの⑴及び⑵の注７並びにハの⑴から⑶まで
の注６並びに介護医療院サービスのイからヘまでの注４並びにこの告示による改正後の指定地域
密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費のイからニ
までの注５の規定は適用しない。

（栄養管理の基準を満たさない場合の減算に係る経過措置）
第９条　令和６年３月31日までの間は、この告示による改正後の指定施設サービス等介護給付費
単位数表の介護福祉施設サービスのイ及びロの注６、介護保健施設サービスのイ及びロの注５、
介護療養施設サービスのイの⑴から⑷までの注９、ロの⑴及び⑵の注８並びにハの⑴から⑶まで
の注７並びに介護医療院サービスのイからヘまでの注５並びにこの告示による改正後の指定地域
密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費のイからニ
までの注６の規定は適用しない。

（褥瘡マネジメント加算に係る経過措置）
第10条　令和３年３月31日において現にこの告示による改正前の指定施設サービス等介護給付費
単位数表の介護福祉施設サービスのツの注若しくは介護保健施設サービスのラの注又はこの告示
による改正前の指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型介護老人福祉施設入所
者生活介護費のラの注に係る届出を行っている施設であって、この告示による改正後の指定施設
サービス等介護給付費単位数表の介護福祉施設サービスのレの注若しくは介護保健施設サービス
のナの注又はこの告示による改正後の指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型
介護老人福祉施設入所者生活介護費のネの注に係る届出を行っていないものにおける褥瘡マネジ
メント加算の算定については、令和４年３月31日までの間は、なお従前の例によることができる。
この場合において、この告示による改正前の指定施設サービス等介護給付費単位数表の介護福祉
施設サービスのツ若しくは介護保健施設サービスのラ又はこの告示による改正前の指定地域密着
型サービス介護給付費単位数表の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費のラ中「褥瘡マ
ネジメント加算」とあるのは、「褥瘡マネジメント加算Ⅲ」と読み替えるものとする。
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（排せつ支援加算に係る経過措置）
第11条　令和３年３月31日において現にこの告示による改正前の指定施設サービス等介護給付費
単位数表の介護福祉施設サービスのネの注、介護保健施設サービスのムの注若しくは介護医療院
サービスのウの注又はこの告示による改正前の指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地
域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費のムの注に係る届出を行っている施設であって、こ
の告示による改正後の指定施設サービス等介護給付費単位数表の介護福祉施設サービスのソの
注、介護保健施設サービスのラの注若しくは介護医療院サービスのナの注又はこの告示による改
正後の指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介
護費のナの注の届出を行っていないものにおける排せつ支援加算の算定については、令和４年３
月31日までの間は、なお従前の例によることができる。この場合において、この告示による改
正前の指定施設サービス等介護給付費単位数表の介護福祉施設サービスのネ及びネの注、介護保
健施設サービスのム及びムの注若しくは介護医療院サービスのウ及びウの注又はこの告示による
改正前の指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護費のム及びムの注中「排せつ支援加算」とあるのは、「排せつ支援加算Ⅳ」と読み替えるも
のとする。

（基本報酬に係る経過措置）
第12条　令和３年９月30日までの間は、この告示による改正後の指定居宅サービス介護給付費単
位数表の訪問介護費のイからハまで及びイからハまでの注５、訪問入浴介護費のイ、訪問看護費
のイからハまで、訪問リハビリテーション費のイ、居宅療養管理指導費のイからホまで、通所介
護費のイからハまで、通所リハビリテーション費のイからハまで、短期入所生活介護費のイ及び
ロ、短期入所療養介護費のイの⑴から⑶まで、ロの⑴から⑸まで、ハの⑴から⑶まで、ニの⑴か
ら⑷まで及びホの⑴から⑺まで並びに特定施設入居者生活介護費のイ及びハ、この告示による改
正後の指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準別表指定居宅介護支援介護給付費
単位数表のイ、この告示による改正後の指定施設サービス等介護給付費単位数表の介護福祉施設
サービスのイ及びロ、介護保健施設サービスのイ及びロ、介護療養施設サービスのイの⑴から⑷
まで、ロの⑴及び⑵並びにハの⑴から⑶まで並びに介護医療院サービスのイからヘまで、この告
示による改正後の指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応型訪問介護
看護費のイ及びロ、夜間対応型訪問介護費のロ、地域密着型通所介護費のイ及びロ、認知症対応
型通所介護費のイ及びロ、小規模多機能型居宅介護費のイ及びロ、認知症対応型共同生活介護費
のイ及びロ、地域密着型特定施設入居者生活介護費のイ及びロ、地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護費のイからニまで並びに複合型サービス費のイ及びロ、この告示による改正後の指
定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問入浴介護費のイ、介護予防訪問看護費の
イ及びロ、介護予防訪問リハビリテーション費のイ、介護予防居宅療養管理指導費のイからホま
で、介護予防通所リハビリテーション費のイ、介護予防短期入所生活介護費のイ及びロ、介護予
防短期入所療養介護費のイの⑴及び⑵、ロの⑴から⑷まで、ハの⑴及び⑵、ニの⑴から⑶まで並
びにホの⑴から⑹まで並びに介護予防特定施設入居者生活介護費のイ、この告示による改正後の
指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防認知症対応型通所介護費のイ及
びロ、介護予防小規模多機能型居宅介護費のイ及びロ並びに介護予防認知症対応型共同生活介護
費のイ及びロ、この告示による改正後の指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準
別表指定介護予防支援介護給付費単位数表のイ、この告示による改正後の厚生労働大臣が定める
外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費及び外部サービス利用型介護予防特定施設入居者
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生活介護費に係るサービスの種類及び当該サービスの単位数並びに限度単位数別表第一の１及び
２並びに別表第二の１から３まで並びにこの告示による改正後の厚生労働大臣が定める夜間対応
型訪問介護費に係る単位数別表の１から４までについて、それぞれの所定単位数の1,000分の
1,001に相当する単位数を算定する。

２．人員、設備及び運営に係る経過措置（令和３年１月25日、厚生労働省令第９号　附則）

（施行期日）
第１条　この省令は令和３年４月１日から施行する。ただし、第２条中指定居宅介護支援等基準第
13条第18号の２の次に一号を加える改正規定は、令和３年10月１日から施行する。（編注：訪問
介護（生活援助中心型）の回数が「全国平均利用回数＋２標準偏差」に該当するケアプランの保
険者届出）

（虐待の防止に係る経過措置）
第２条　この省令の施行の日から令和６年３月31日までの間、第１条の規定による改正後の居宅
サービス等基準（以下「新居宅サービス等基準」という）第３条第３項及び第37条の２（新居
宅サービス等基準第39条の３、第43条、第54条、第58条、第74条、第83条、第91条、第105条、
第105条の３、第109条、第119条、第140条（新居宅サービス等基準第140条の13において準用
する場合を含む）、第140条の15、第140条の32、第155条（新居宅サービス等基準第155条の12
において準用する場合を含む）、第192条、第192条の12、第205条、第206条及び第216条におい
て準用する場合を含む）、第２条の規定による改正後の指定居宅介護支援等基準（以下「新指定
居宅介護支援等基準」という）第１条の２第５項及び第27条の２（新指定居宅介護支援等基準
第30条において準用する場合を含む）、第３条の規定による改正後の地域密着型サービス基準（以
下「新地域密着型サービス基準」という）第３条第３項及び第３条の38の２（新地域密着型サー
ビス基準第18条、第37条、第37条の３、第40条の16、第61条、第88条、第108条、第129条、第
157条、第169条及び第182条において準用する場合を含む）、第４条の規定による改正後の介護
予防サービス等基準（以下「新介護予防サービス等基準」という）第３条第３項及び第53条の
10の２（新介護予防サービス等基準第61条、第74条、第84条、第93条、第123条、第142条（新
介護予防サービス等基準第159条において準用する場合を含む）、第166条、第185条、第195条（新
介護予防サービス等基準第210条において準用する場合を含む）、第245条、第262条、第276条、
第280条及び第289条において準用する場合を含む）、第５条の規定による改正後の指定介護予防
支援等基準（以下「新指定介護予防支援等基準」という）第１条の２第５項及び第26条の２（新
指定介護予防支援等基準第32条において準用する場合を含む）、第６条の規定による改正後の地
域密着型介護予防サービス基準（以下「新地域密着型介護予防サービス基準」という）第３条第
３項及び第37条の２（新地域密着型介護予防サービス基準第64条及び第85条において準用する
場合を含む）、第７条の規定による改正後の養護老人ホーム基準（以下「新養護老人ホーム基準」
という）第２条第４項及び第30条、第８条の規定による改正後の指定介護老人福祉施設基準（以
下「新指定介護老人福祉施設基準」という）第１条の２第４項、第35条の２（新指定介護老人
福祉施設基準第49条において準用する場合を含む）及び第39条第３項、第９条の規定による改
正後の介護老人保健施設基準（以下「新介護老人保健施設基準」という）第１条の２第４項、第
36条の２（新介護老人保健施設基準第50条において準用する場合を含む）及び第40条第３項、
第10条の規定による改正後の指定介護療養型医療施設基準（以下「新介護療養型医療施設基準」
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という）第１条の２第４項、第34条の２（新介護療養型医療施設基準第50条において準用する
場合を含む）及び第38条第３項、第11条の規定による改正後の特別養護老人ホーム基準（以下「新
特別養護老人ホーム基準」という）第２条第５項（新特別養護老人ホーム基準第59条において
準用する場合を含む）、第31条の２（新特別養護老人ホーム基準第42条、第59条及び第63条にお
いて準用する場合を含む）及び第33条第３項（新特別養護老人ホーム基準第63条において準用
する場合を含む）、第12条の規定による改正後の軽費老人ホーム基準（以下「新軽費老人ホーム
基準」という）第２条第４項、第33条の２（新軽費老人ホーム基準第39条、附則第10条及び附
則第17条において準用する場合を含む）、附則第３条第４項及び附則第11条第４項並びに第13条
の規定による改正後の介護医療院基準（以下「新介護医療院基準」という）第２条第４項、第
40条の２（新介護医療院基準第54条において準用する場合を含む）及び第44条第３項の規定の
適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講じるように努めなければ」と
し、新居宅サービス等基準第29条（新居宅サービス等基準第39条の３及び第43条において準用
する場合を含む）、第53条（新居宅サービス等基準第58条において準用する場合を含む）、第73条、
第82条、第90条、第100条（新居宅サービス等基準第105条の３及び第百九条において準用する
場合を含む）、第117条、第137条（新居宅サービス等基準第140条の15及び第140条の32におい
て準用する場合を含む）、第140条の11、第153条、第155条の10、第189条、第192条の9及び第
200条（新居宅サービス等基準第206条及び第216条において準用する場合を含む）、新指定居宅
介護支援等基準第18条（新指定居宅介護支援等基準第30条において準用する場合を含む）、新地
域密着型サービス基準第３条の29、第14条、第29条（新地域密着型サービス基準第37条の３に
おいて準用する場合を含む）、第40条の12、第54条、第81条（新地域密着型サービス基準第182
条において準用する場合を含む）、第102条、第125条、第148条及び第166条、新介護予防サービ
ス等基準第53条（新介護予防サービス等基準第61条において準用する場合を含む）、第72条、第
82条、第91条、第120条、第138条（新介護予防サービス等基準第166条及び第185条において準
用する場合を含む）、第156条、第192条、第207条、第240条、第259条及び第270条（新介護予
防サービス等基準第280条及び第289条において準用する場合を含む）、新指定介護予防支援等基
準第17条（新指定介護予防支援等基準第32条において準用する場合を含む）、新地域密着型介護
予防サービス基準第27条、第57条及び第79条、新養護老人ホーム基準第7条、新指定介護老人
福祉施設基準第23条及び第46条、新介護老人保健施設基準第25条及び第47条、新介護療養型医
療施設基準第24条及び第47条、新特別養護老人ホーム基準第７条（新特別養護老人ホーム基準
第59条において準用する場合を含む）及び第34条（新特別養護老人ホーム基準第63条において
準用する場合を含む）、新軽費老人ホーム基準第７条（新軽費老人ホーム基準第39条、附則第10
条及び附則第17条において準用する場合を含む）並びに新介護医療院基準第29条及び第51条の
規定の適用については、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措置に関
する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」とあるのは「重
要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除く）」とする。

（業務継続計画の策定等に係る経過措置）
第３条　この省令の施行の日から令和６年３月31日までの間、新居宅サービス等基準第30条の２
（新居宅サービス等基準第39条の３、第43条、第54条、第58条、第74条、第83条、第91条、第
105条、第105条の３、第109条、第119条、第140条（新居宅サービス等基準第140条の13におい
て準用する場合を含む）、第140条の15、第140条の32、第155条（新居宅サービス等基準第155
条の12において準用する場合を含む）、第192条、第192条の12、第205条、第206条及び第216条
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において準用する場合を含む）、新指定居宅介護支援等基準第19条の２（新指定居宅介護支援等
基準第30条において準用する場合を含む）、新地域密着型サービス基準第３条の30の２（新地域
密着型サービス基準第18条、第37条、第37条の３、第40条の16、第61条、第88条、第108条、
第129条、第157条、第169条及び第182条において準用する場合を含む）、新介護予防サービス等
基準第53条の２の２（新介護予防サービス等基準第61条、第74条、第84条、第93条、第123条、
第142条（新介護予防サービス等基準第159条において準用する場合を含む）、第166条、第185条、
第195条（新介護予防サービス等基準第210条において準用する場合を含む）、第245条、第262条、
第276条、第280条及び第289条において準用する場合を含む）、新指定介護予防支援等基準第18
条の２（新指定介護予防支援等基準第32条において準用する場合を含む）、新地域密着型介護予
防サービス基準第28条の２（新地域密着型介護予防サービス基準第64条及び第85条において準
用する場合を含む）、新養護老人ホーム基準第23条の２、新指定介護老人福祉施設基準第24条の
２（新指定介護老人福祉施設基準第49条において準用する場合を含む）、新介護老人保健施設基
準第26条の２（新介護老人保健施設基準第50条において準用する場合を含む）、新介護療養型医
療施設基準第25条の２（新介護療養型医療施設基準第50条において準用する場合を含む）、新特
別養護老人ホーム基準第24条の２（新特別養護老人ホーム基準第42条、第59条及び第63条にお
いて準用する場合を含む）、新軽費老人ホーム基準第24条の２（新軽費老人ホーム基準第39条、
附則第10条及び附則第17条において準用する場合を含む）、新介護医療院基準第30条の２（新介
護医療院基準第54条において準用する場合を含む）の規定の適用については、これらの規定中「講
じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実施
するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるものとする」とする。

（居宅サービス事業者等における感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置）
第４条　この省令の施行の日から令和６年３月31日までの間、新居宅サービス等基準第31条第３
項（新居宅サービス等基準第39条の３、第43条、第54条、第58条、第74条、第83条、第91条及
び第216条において準用する場合を含む）、第104条第２項（新居宅サービス等基準第105条の３、
第109条、第140条（新居宅サービス等基準第140条の13において準用する場合を含む）、第140条
の15、第140条の32、第192条及び第192条の12において準用する場合を含む）、第118条第２項（新
居宅サービス等基準第155条（新居宅サービス等基準第155条の12において準用する場合を含む）
において準用する場合を含む）及び第203条第６項（新居宅サービス等基準第206条において準
用する場合を含む）、新指定居宅介護支援等基準第21条の２（新指定居宅介護支援等基準第30条
において準用する場合を含む）、新地域密着型サービス基準第３条の31第３項（新地域密着型サー
ビス基準第18条において準用する場合を含む）及び第33条第２項（新地域密着型サービス基準
第37条の３、第40条の16、第61条、第88条、第108条、第129条及び第182条において準用する
場合を含む）、新介護予防サービス等基準第53条の３第３項（新介護予防サービス等基準第61条、
第74条、第84条、第93条及び第289条において準用する場合を含む）、第121条第２項（新介護予
防サービス等基準第195条（新介護予防サービス等基準第210条において準用する場合を含む）
において準用する場合を含む）、第139条の２第２項（新介護予防サービス等基準第159条、第
166条、第185条、第245条及び第262条において準用する場合を含む）及び第273条第６項（新
介護予防サービス等基準第280条において準用する場合を含む）、新指定介護予防支援等基準第
20条の２新指定介護予防支援等基準第32条において準用する場合を含む）並びに新地域密着型
介護予防サービス基準第31条第２項（新地域密着型介護予防サービス基準第64条及び第85条に
おいて準用する場合を含む）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とある
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のは「講じるよう努めなければ」とする。

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置）
第５条　この省令の施行の日から令和６年３月31日までの間、新居宅サービス等基準第53条の２
第３項（新居宅サービス等基準第58条において準用する場合を含む）、第101条第３項（新居宅サー
ビス等基準第105条の３、第109条、第119条、第140条、第140条の15、第140条の32及び第155
条において準用する場合を含む）、第140条の11の２第４項、第155条の10の２第４項及び第190
条第４項（新居宅サービス等基準第192条の12において準用する場合を含む）、新地域密着型サー
ビス基準第30条第３項（新地域密着型サービス基準第37条の３、第40条の16、第61条、第88条
及び第182条において準用する場合を含む）、第103条第３項、第126条第４項、第149条第３項及
び第167条第４項、新介護予防サービス等基準第53条の２第３項（新介護予防サービス等基準第
61条において準用する場合を含む）、第120条の２第３項（新介護予防サービス等基準第142条、
第166条、第185条及び第195条において準用する場合を含む）、第157条第四項、第208条第４項
及び第241条第４項（新介護予防サービス等基準第262条において準用する場合を含む）、新地域
密着型介護予防サービス基準第28条第３項（新地域密着型介護予防サービス基準第64条におい
て準用する場合を含む）及び第80条第３項、新養護老人ホーム基準第23条第３項、新指定介護
老人福祉施設基準第24条第３項及び第47条第４項、新介護老人保健施設基準第26条第３項及び
第48条第４項、新介護療養型医療施設基準第25条第３項及び第48条第４項、新特別養護老人ホー
ム基準第24条第３項（新特別養護老人ホーム基準第59条において準用する場合を含む）及び第
40条第４項（新特別養護老人ホーム基準第63条において準用する場合を含む）、新軽費老人ホー
ム基準第24条第３項（新軽費老人ホーム基準第39条、附則第10条及び附則第17条において準用
する場合を含む）並びに新介護医療院基準第30条第３項及び第52条第４項の規定の適用につい
ては、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」とする。

（ユニットの定員に係る経過措置）
第６条　この省令の施行の日以降、当分の間、新指定介護老人福祉施設基準第40条第１項第一号
イ⑵の規定に基づき入所定員が10人を超えるユニットを整備するユニット型指定介護老人福祉
施設は、新指定介護老人福祉施設基準第２条第１項第三号イ及び第47条第２項の基準を満たす
ほか、ユニット型指定介護老人福祉施設における夜間及び深夜を含めた介護職員並びに看護師及
び准看護師の配置の実態を勘案して職員を配置するよう努めるものとする。

２　前項の規定は、新居宅サービス等基準第140条の４第６項第一号イ⑵、新地域密着型サービス
基準第160条第１項第一号イ⑵、新介護予防サービス等基準第153条第６項第一号イ⑵、新介護
老人保健施設基準第41条第２項第一号イ⑵、新介護療養型医療施設基準第39条第２項第一号イ
⑵、第40条第２項第一号イ⑵及び第41条第２項第一号イ⑵、新特別養護老人ホーム基準第35条
第４項第一号イ⑵及び第61条第４項第一号イ⑵並びに新介護医療院基準第45条第２項第一号イ
⑵の規定の適用について準用する。この場合において、次の表の上欄（左）に掲げる規定の適用
については、前項中同表の中欄に掲げる字句は、同表の下欄（右）に掲げる字句にそれぞれ読み
替えるものとする。
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新居宅サービス等基準第140条
の４第６項第一号イ⑵

入所定員 利用定員
新指定介護老人福祉施設基準第
２条第１項第三号イ

新居宅サービス等基準第121条
第１項第三号

第47条第２項 第140条の11の２第２項
新地域密着型サービス基準第
160条第１項第一号イ⑵

入所定員 入居定員
新指定介護老人福祉施設基準第
２条第１項第三号イ

新地域密着型サービス基準第
131条第１項第三号イ

第47条第２項 第167条第２項
新介護予防サービス等基準第
153条第６項第一号イ⑵

入所定員 利用定員
新指定介護老人福祉施設基準第
２条第１項第三号イ

新介護予防サービス等基準第
129条第１項第三号

第47条第２項 第157条第２項
新介護老人保健施設基準第41条
第２項第一号イ⑵

入所定員 入居定員
新指定介護老人福祉施設基準第
２条第１項第三号イ

新介護老人保健施設基準第２条
第１項第三号

第47条第２項 第48条第２項
新介護療養型医療施設基準第39
条第２項第一号イ⑵、第40条第
２項第一号イ⑵及び第41条第２
項第一号イ⑵

入所定員 入院患者の定員
新指定介護老人福祉施設基準第
２条第１項第三号イ

新介護療養型医療施設基準第２
条第１項第二号及び第三号、同
条第２項第二号及び第三号、同
条第３項第二号及び第三号、附
則第４条第二号、附則第５条、
附則第18条並びに附則第19条第
二号及び第三号

第47条第２項 第48条第２項
新特別養護老人ホーム基準第35
条第４項第一号イ⑵及び第61条
第４項第一号イ⑵

入所定員 入居定員
新指定介護老人福祉施設基準第
２条第１項第三号イ

新特別養護老人ホーム基準第12
条第１項第四号イ

第47条第２項 第40条第２項（第63条において
準用する場合を含む）

新介護医療院基準第45条第２項
第一号イ⑵

入所定員 入居者の定員
新指定介護老人福祉施設基準第
２条第１項第三号イ

新介護医療院基準第４条第１項
第三号及び第四号並びに第７項
第二号

第47条第２項 第52条第２項

第７条　この省令の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成しているものを含み、この省令
の施行の後に増築され、又は全面的に改築された部分を除く）の居室、療養室又は病室（以下こ
の条において「居室等」という）であって、第１条の規定による改正前の居宅サービス等基準第
140条の４第６項第一号イ⑶（後段に係る部分に限る）、第３条の規定による改正前の地域密着
型サービス基準第160条第１項第一号イ⑶ⅱ、第４条の規定による改正前の介護予防サービス等
基準第153条第６項第一号イ⑶（後段に係る部分に限る）、第８条の規定による改正前の指定介
護老人福祉施設基準第40条第１項第一号イ⑶ⅱ、第９条の規定による改正前の介護老人保健施
設基準第41条第２項第一号イ⑶ⅱ、第10条の規定による改正前の指定介護療養型医療施設基準
第39条第２項第一号イ⑶ⅱ、第40条第２項第一号イ⑶ⅱ及び第41条第２項第一号イ⑶ⅱ、第11
条の規定による改正前の特別養護老人ホーム基準第35条第４項第一号イ⑷ⅱ及び第61条第４項
第一号イ⑷ⅱ並びに第13条の規定による改正前の介護医療院基準第45条第２項第一号⑶ⅱの規
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定の要件を満たしている居室等については、なお従前の例による。

（栄養管理に係る経過措置）
第８条　この省令の施行の日から令和６年３月31日までの間、新地域密着型サービス基準第143条
の２（新地域密着型サービス基準第169条において準用する場合を含む）、新指定介護老人福祉
施設基準第17条の２（新指定介護老人福祉施設基準第49条において準用する場合を含む）、新介
護老人保健施設基準第17条の２（新介護老人保健施設基準第50条において準用する場合を含む）、
新介護療養型医療施設基準第17条の２（新介護療養型医療施設基準第50条において準用する場
合を含む）及び新介護医療院基準第20条の２（新介護医療院基準第54条において準用する場合
を含む）の規定の適用については、これらの規定中「行わなければ」とあるのは「行うよう努め
なければ」とする。

（口腔衛生の管理に係る経過措置）
第９条　この省令の施行の日から令和６年３月31日までの間、新地域密着型サービス基準第143条
の３（新地域密着型サービス基準第169条において準用する場合を含む）、新指定介護老人福祉
施設基準第17条の３（新指定介護老人福祉施設基準第49条において準用する場合を含む）、新介
護老人保健施設基準第17条の３（新介護老人保健施設基準第50条において準用する場合を含む）、
新介護療養型医療施設基準第17条の３（新介護療養型医療施設基準第50条において準用する場
合を含む）及び新介護医療院基準第20条の３（新介護医療院基準第54条において準用する場合
を含む）の規定の適用については、これらの規定中「行わなければ」とあるのは「行うよう努め
なければ」とする。

（事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置）
第10条　この省令の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新地域密着型サービス基
準第155条第１項（新地域密着型サービス基準第169条において準用する場合を含む）、新養護老
人ホーム基準第29条第１項、新指定介護老人福祉施設基準第35条第１項（新指定介護老人福祉
施設基準第49条において準用する場合を含む）、新介護老人保健施設基準第36条第１項（新介護
老人保健施設基準第50条において準用する場合を含む）、新介護療養型医療施設基準第34条第１
項（新介護療養型医療施設基準第50条において準用する場合を含む）、新特別養護老人ホーム基
準第31条第一項（新特別養護老人ホーム基準第42条、第59条及び第63条において準用する場合
を含む）、新軽費老人ホーム基準第33条第１項（新軽費老人ホーム基準第39条、附則第10条及び
附則第17条において準用する場合を含む）並びに新介護医療院基準第40条第１項（新介護医療
院基準第54条において準用する場合を含む）の規定の適用については、これらの規定中「次の
各号に定める措置を講じなければ」とあるのは「次の第一号から第三号までに定める措置を講じ
るとともに、次の第四号に定める措置を講じるよう努めなければ」とする。

（介護保険施設等における感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経過措置）
第11条　この省令の施行の日から令和６年３月31日までの間、新地域密着型サービス基準第151条
第２項第三号（新地域密着型サービス基準第169条において準用する場合を含む）、新養護老人
ホーム基準第24条第２項第三号、新指定介護老人福祉施設基準第27条第２項第三号（新指定介
護老人福祉施設基準第49条において準用する場合を含む）、新介護老人保健施設基準第29条第２
項第三号（新介護老人保健施設基準第50条において準用する場合を含む）、新介護療養型医療施
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設基準第28条第２項第三号（新介護療養型医療施設基準第50条において準用する場合を含む）、
新特別養護老人ホーム基準第26条第２項第三号（新特別養護老人ホーム基準第42条、第59条及
び第63条において準用する場合を含む）、新軽費老人ホーム基準第26条第２項第三号（新軽費老
人ホーム基準第39条、附則第10条及び附則第17条において準用する場合を含む）及び新介護医
療院基準第33条第２項第三号（新介護医療院基準第54条において準用する場合を含む）の規定
にかかわらず、指定地域密着型介護老人福祉施設、養護老人ホーム、指定介護老人福祉施設、介
護老人保健施設、指定介護療養型医療施設、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び介護医療
院は、その従業者又は職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定
期的に実施するとともに、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう
努めるものとする。


